【提出書類】
1. 旅館業営業許可申請書
2. 構造設備の概要（様式有り）
3. 旅館業法第３条に基づく申請者等情報一覧（様式有り）
4. 法人にあっては、定款又は寄附行為の写し
5. 営業施設の構造設備を明らかにする図面
(1) 旅館業法第３条第３項各号に定める施設*の位置を明示した当該許可の申請に係る施設の設置場所の周囲100メートル以内の見取図
(2) 施設及び施設に附属する工作物の配置図
(3) [bookmark: _GoBack]施設の構造設備を明らかにした各階平面図
(4) 施設及び施設に附属する工作物の外壁及び屋根の形態、意匠等を明らかにした立面図下宿不要

(5) 玄関帳場その他これに類する設備の構造設備の詳細図
*旅館業法第３条第３項
３　第一項の許可の申請に係る施設の設置場所が、次に掲げる施設の敷地（これらの用に供するものと決定した土地を含む。以下同じ。）の周囲おおむね百メートルの区域内にある場合において、その設置によって当該施設の清純な施設環境が著しく害されるおそれがあると認めるときも、前項と同様とする。
一　学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）第一条に規定する学校（大学を除くものとし、次項において「第一条学校」という。）及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成十八年法律第七十七号）第二条第七項に規定する幼保連携型認定こども園（以下この条において「幼保連携型認定こども園」という。）
二　児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）第七条第一項に規定する児童福祉施設（幼保連携型認定こども園を除くものとし、以下単に「児童福祉施設」という。）
三　社会教育法（昭和二十四年法律第二百七号）第二条に規定する社会教育に関する施設その他の施設で、前二号に掲げる施設に類するものとして都道府県（保健所を設置する市又は特別区にあっては、市又は特別区。以下同じ。）の条例で定めるもの


【原本確認するもの】
· 建築基準法に基づく検査済証
· 消防法令に基づく適合通知書
【検査手数料】
※「北海道収入証紙」を使用
· 旅館・ホテル営業　：　24,900円
· 簡易宿所・下宿営業　：　21,100円
